
令和６年３月１日 一般社団法人国立大学病院長会議 会長 横手幸太郎

国立大学病院長会議 記者会見
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令和６年能登半島地震への対応について
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令和６年能登半島地震への国立大学病院からの派遣について

• 震災発生後から2月13日までの期間で、医師や看護師
をはじめとした延べ3,545名の医療従事者等を派遣。
（１日あたり延べ約82名）

• 大規模災害急性期に機動的に負傷者の治療や医療支援
を行うDMAT、被災地の感染症対策支援を行うDICT、精
神科医療や精神保健活動の支援を行うDPAT等、多様な
チームに多くの専門的人材を派遣。

• 全国40の国立大学病院から、合計252の災害医療チーム
を派遣、または参加している。（2/13現在）

チーム名 派遣・参加チーム数

DMAT 110

DPAT 17

DICT 17

JMAT 31

JRAT 23

その他 54

合計 252

職種 延べ派遣人数

医師・歯科医師 1,105

看護師 1,276

薬剤師 318

臨床検査技師 77

臨床工学技士 96

事務職員 182

その他 491

合計 3,545

DMAT等の派遣・参加チーム数

職種ごとの延べ派遣人数

R6.2.13 国立大学病院長会議調べ



京都大学病院

名古屋大学病院
東京大学病院

福井大学病院

金沢大学病院
富山大学病院

新潟大学病院

地震発生直後、国立大学病院長会議では、「災害時等におけ
る国立大学附属病院相互支援に関する協定」に基づき、４大学
病院への支援体制を準備。
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災害時等における国立大学病院間の相互支援体制について
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医師の働き方改革について
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令和5年度医療安全・質向上のための相互チェック
重点項目 『働き方改革』変革期における医療の質・安全上の課題と対策について（第1報）－速報－

• 「医療安全・質向上のための相互チェック」は平成12年に開始され、国立大学病院長会議常置委員会診療担当（医療安全管理）校（大阪大学）が
  全国の専門家からなるワーキングを編成、重点項目を設定し、事前調査と他大学による訪問調査を実施している。
• 事前調査において、国公立大学病院等51病院（42国立大学、8公立大学、防衛医科大学校）の入院病床を有する1,407診療科からの回答を得た。

相互チェックの
方法と対象

入院患者の診療体制

受け持ち体制：全体の8割は複数主治医制/チーム制

時間外の体制：全体の8割は当直制（うち自科単科6割、他科連携4割）

当直医への情報共有（特に注意を要する患者に関して）

口頭  当直日誌 電子カルテ、院内共有フォルダ等 業務用スマートフォン等

6割が
システムや方法あり

カンファレンス

44％56％

すべて時間内に実施しているか

はいいいえ

4割の診療科
「すべて時間内に実施できる工夫をしている」

インフォームド・コンセント

はい

83％

時間内に実施できるよう工夫しているか

8割の診療科
「時間内に実施できる
  工夫をしている」

動画やイラストの使用

3割の診療科
非対面方式も活用

まとめ 働き方改革に向け、各診療科の特性をふまえた新たな診療体制の
構築、医療の質・安全を確保する工夫がなされていた。

いいえ
17%

時間内に実施するための工夫（複数回答）

救急科の6割は交替制
(n=1,407)

(n=1,297) 

診療科により
様々

39

43

106

143

280

0 100 200 300

患者情報を共有できるICTツールの活用

カンファレンス回数の削減

カンファレンス以外（回診等）の時間や回数の削減

プレゼンテーション資料の削減

検討症例の層別化（重みづけ）
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働き方改革の実現に向け、患者さん・ご家族へのご理解・ご協力のお願い

医師が健康に働き続けられるような環境を整備することで、患者さんに提供する医
療の質・安全を確保すると同時に、将来にわたって持続可能な医療提供体制を維
持できるよう、働き方改革の実現に向け、ご理解・ご協力をお願いしたい。
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診療報酬改定および今後の財源について
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令和６年度の診療報酬改定では「賃上げ」への対応が求められる中、そのための財源による増収として、
・ 入院基本料等の増点
・ ベースアップ評価料の新設

その一方、物価・光熱費等の負担増と、国の目標とするベア2.5％の賃上げ実現には合計259億円以上が必
要であり、対応する財源の不足を懸念。

R5見込 R6（ベア2.5％実施の場合）

130
5,208

5,338

R3 R5見込

220

348

129国の目標とするベア+２.５％
を実現するためには、約130
億円の人件費増加

R3年度比で約129億円の負
担増加。医療機関はコスト増
を価格転嫁出来ない。

人件費（ベア対応分） 光熱費

医療従事者の人材確保や賃上げに向けた診療報酬改定について

※年齢、職種問わずすべての人件費を対象に試算
※R5支出見込(R5.8調査)をもとに試算

※R5.11事務部長会議総務委員会調べ
※電気、ガス、重油を対象に集計
※四捨五入のため合計値があわない場合あり



10

• 地域医療介護総合確保基金の活用状況について、都道府県によって大きな差がある。
• 働き方改革、医療従事者の確保、処遇改善のために大学病院への更なる支援をお願いしたい。

地域医療介護総合確保基金の活用状況について（国立42大学病院）
R6.1.26 国立大学病院長会議調べ
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概要・組織図



国立大学病院長会議の概要
2024.３.１現在

• 名称：一般社団法人国立大学病院長会議（NUHC National University Hospital Council of Japan)
• 所在地：東京都文京区
• 組織：全国４２大学４４附属病院長で構成する団体
理事（会長） 横手幸太郎 （千葉大学医学部附属病院長）
理事（副会長） 田中 栄 （東京大学医学部附属病院長）
理事（副会長） 竹原徹郎 （大阪大学医学部附属病院長）
理事 渥美達也 （北海道大学病院長）
理事 張替秀郎 （東北大学病院長）
理事 藤井靖久 （東京医科歯科大学病院長）
理事 小寺泰弘 （名古屋大学医学部附属病院長）
理事 髙折晃史 （京都大学医学部附属病院長）
理事 前田嘉信 （岡山大学病院長）
理事 中村雅史 （九州大学病院長）
理事 塩﨑英司 （事務局長）
監事 椎名浩昭 （島根大学医学部附属病院長）
監事 鈴木裕子 （鈴木裕子公認会計士事務所）
• ⽬的
国立大学法人法に定める法人により開設された病院（国立大学病院）における診療、教育及び研究に係る諸問題並びにこれに関連する
重要事項について協議し、相互の理解を深めるとともに、意見の統一を図り、我が国における医学・歯学・医療の進捗発展に寄与する。 12



国立大学病院長会議 組織図
2021.12.1現在

常置委員会

●教育担当 〇医師臨床研修協議会
〇オンライン臨床教育評価システム（EPOC）運営委員会

理事会 ●研究担当 〇臨床研究推進会議

●診療担当 〇医療安全管理協議会
〇感染対策協議会
〇国際化協議会

監事 ●歯科担当

●企画・運営担当 〇大学病院医療情報ネットワーク協議会

●データベース管理委員会

地区会議
〇北海道・東北地区
〇関東・甲信越地区
〇近畿・中部地区
〇中国・四国地区
〇九州地区

事務部長会議 〇総務委員会

国
立
大
学
病
院
長
会
議
（
社
員
総
会
）

事
務
局

2024.３.１現在
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